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研究成果の概要（和文）：　本研究は法存在と法活用との間にあるギャップ問題に着目しその実態を実証的に解
明することを目的とするものである。具体的には、法システム活用当事者の実態に焦点を当て、人々が法システ
ムにアクセスする際に直面する困難性と克服方法について解明することを目指すものである。本研究期間中に継
続してきた実証的調査から得られた研究成果としては、第一に法システム活用当事者が法的存在（法専門職や法
関連機関）に対して何かしらの近寄りにくさや忌避感を共通して抱えている点、第二にそれらの近寄りにくさや
忌避感の克服に関しては法的存在に対する安心感や信頼感の醸成が有効に機能している点、が解明できたことで
ある。

研究成果の概要（英文）： This study focuses on the gap between the existence and use of the legal 
system and aims to empirically elucidate its reality. Specifically, it focuses on the actual 
situation of parties using the legal system and seeks to identify the difficulties people face in 
accessing the legal system and how they can overcome them. The research results obtained from the 
empirical surveys conducted in the course of this study indicate that, firstly, people who use the 
legal system generally have a feeling of inaccessibility and avoidance towards legal entities (legal
 professionals and law-related institutions) and, secondly, in order to overcome this 
inaccessibility and avoidance, fostering a sense of security and trust towards legal entities is an 
effective way of overcoming such inaccessibility and avoidance. Secondly, developing a sense of 
security and trust in the legal presence is an effective way of overcoming these feelings of 
inaccessibility and avoidance.

研究分野：法社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　法システムへのアクセス障碍としては、従来から距離・費用・情報の側面が中心的課題として捉えられてき
た。本研究ではそれらに加え、心理的側面が法システムへのアクセス障碍として存在している事実を実証的に解
明した点で学術的意義及び社会的意義があると思われる。同時に、法的存在への信頼感・安心感の醸成が、属人
的要素に起因するだけではなく、専門性に起因している可能性についても実証的に解明できた。この点に関して
も、学術的意義及び社会的意義があると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は、法存在と法活用との間にあるギャップ問題に着目し、その実態を実証的に解明する
ことを目的とするものである。しばしば司法アクセスの文脈では、距離・費用・情報の分野に関
して司法アクセス障碍があるといわれている。また、近年では法専門職や法関連機関に対する心
理的障壁の存在（いわゆる「敷居の高さ」等）が指摘されている。距離、費用、情報、そして心
理の各側面における司法アクセス障碍が論じられている背景には、法が存在するだけでは法の
理念を具現化することは難しいという共通認識があると思われる。 
本研究はこの共通認識を踏まえた上で、どのような場合に法システムへのアクセス障碍が発
生し、どのような場合にそれらの障碍が克服可能になるのかについて、人々の心理的動きに着目
しながら実証的に解明することを目指すものである。具体的には、法システム活用当事者の実態
に焦点を当て、人々が法システムにアクセスする際に直面する困難性と克服方法について解明
することを目的とする。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、法システムの存在と当事者による法活用との間にあるギャップ問題に着目し、とり
わけ法システムから排除されやすい状況にあると思われる人々が法システムへアクセスする際
に直面する困難性と克服方法について実証的に解明することを目的としている。文献調査と並
行してフィールドワークを行うことで、法システムへのアクセスがスムーズに行われる場合と
そうではない場合との分岐点を実証的に析出することを目指す。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成するために、本プロジェクトでは聴き取り調査と文献調査を並行して実施し
た。インタビュー調査では、法システムを活用する当事者に対し、法専門職や法関連機関等の法
的存在をどのように認識しているか（いたか）の聴き取りを実施した。同時に、法活用に至るま
での経緯（とくに心理的な動き）や法活用に至る際のターニングポイント（きっかけとなる出来
事、心理的要因）についても話を伺った。本研究における聴き取り対象は、生活困窮者、DV 被害
者、虐待経験を持つ方、少年院経験を持つ方に加え、自治体の法律相談窓口利用者、弁護士事務
所利用者である。これら国内の調査に留まらず、いわゆるギャップ問題（gap problem）の克服
に関して先駆的取り組みを行っていると思われる諸外国の団体等への調査も実施した。 
文献調査では、司法アクセス障碍に関する国内外の先行研究を整理するとともに、人々が自ら
を法主体として認識する過程についての文献調査も行った。 
 
４．研究成果 
本研究期間中に継続してきたフィールドワークを中心とする実証的調査から得られた研究成
果としては、第一に法システム活用当事者が法的存在（法専門職や法関連機関）に対して何かし
らの近寄りにくさや忌避感を共通して抱えている点、第二にそれらの近寄りにくさや忌避感の
克服に関しては法的存在に対する安心感や信頼感の醸成が有効に機能している点、が解明でき
たことである。 
第一の点（忌避感）に関しては、本研究期間中に継続して実施してきた法活用当事者へのイン
タビュー調査を通して、法専門職や法関連機関が持つ一種の権威性への忌避感（「近寄りにくさ」）
が共通して語られていた。とりわけ、社会的孤立や貧困、DV や虐待経験を持つ方々へのインタ
ビューの際にそれらの忌避感がより強く語られる場面が見られた。法的存在への忌避感が強く
語られる場面で共通していたのは、過去に「法的存在」（この場合は当事者からみた「法的存在」
であり、必ずしも法専門職や法関連機関に限定されていない）を利用した際に「不当な扱い」や
「尊重されていない」扱いを受けたと感じた経験を持つ当事者が多かった点である。過去に何か
しら「法的存在」から不適切と感じる扱いを受けた者は、その後法的存在を活用する場面におい
てネガティブな反応を示す場合があることが分かった。一方で、法システム活用の契機となった
存在もまた法専門職や法関連機関であったとする回答が多かった。過去の経験上法的存在に対
してネガティブイメージを持っている場合でも、何かしらの契機によりネガティブイメージを
克服して法活用に至ったことが推測される。その契機を尋ねた質問への回答は実に様々であっ
たが、共通して語られていた点は当事者に対する真摯さや熱心さであった。これらの聴き取りか
らは、法的存在は近寄りにくさの象徴であると同時に、法活用の際に重要な役割を担う存在でも
ある点が見出された。 
第二の点（安心感・信頼感）に関しては、インタビュー調査の結果、法関連機関の担当者と利
用者との間に育まれる安心感・信頼感が法システム活用の際に特に重要になってくる実態が明
らかになった。第一の点でも示されたように、法的存在は拒否感・忌避感の対象でもあると同時
に、拒否感・忌避感の克服の際には法的存在に対する信頼感が重要である点が示された。加えて、
継続したインタビュー調査の結果、その安心感・信頼感は、単に担当者が依頼者に接する際の態
度や言葉、振る舞いに代表される属人的背景に伴う要素に限定して起因するものではなく、担当
者が示す専門知識に起因する要素が法システム活用の際の心理的障壁を大きく緩和している可



能性が示された。属人的要素のみならず、法的存在が持つ専門性に対する信頼感が法システム活
用の際の心理的障壁を緩和している可能性が見出された点は新たな知見である。 
一方で、そうした法システム活用の際の心理的障壁を緩和しうる要素は数値化が困難であり、
その継続性の確保が課題である点も明らかになった。研究期間中はコロナ禍と重なり、予定して
いたインタビュー調査がスムーズに進まない時期もあった。しかしながら、一定の制約はありつ
つも、当初の研究目的の解明はある程度なされたと思われる。本研究にて実施した実証的調査及
び文献調査から析出された研究成果を今後の研究発展につなげていきたい。 
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